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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３．第68期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 232,740 239,435 223,010 208,206 209,668 

経常損益（百万円） 1,024 1,433 1,232 1,084 1,278 

当期純損益（百万円） 162 366 545 439 650 

純資産額（百万円） 9,455 9,256 10,359 10,351 10,836 

総資産額（百万円） 41,962 36,936 37,836 37,702 37,436 

１株当たり純資産額（円） 617.93 618.01 710.52 741.57 774.55 

１株当たり当期純損益（円） 10.97 21.24 34.08 27.45 43.55 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.53 25.06 27.38 27.46 28.95 

自己資本利益率（％） 1.78 3.92 5.56 4.24 6.14 

株価収益率（倍） 42.40 20.24 14.08 19.74 13.98 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,284 1,139 2,037 390 2,172 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△212 △439 △315 △696 △453 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,003 △489 △1,295 21 △1,687 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
1,855 2,066 2,492 2,248 2,393 

従業員数（人） 666 644 627 605 593 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３．第68期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第68期の１株当たり配当額には、記念配当５円を含んでおります。 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 226,448 231,915 216,443 203,766 203,641 

経常損益（百万円） 1,009 1,380 1,131 1,054 1,237 

当期純損益（百万円） 223 426 585 401 513 

資本金（百万円） 2,352 2,352 2,352 2,352 2,352 

発行済株式総数（千株） 15,324 15,324 15,324 15,324 15,324 

純資産額（百万円） 10,022 9,880 10,960 10,969 11,241 

総資産額（百万円） 39,374 35,001 36,222 36,797 36,261 

１株当たり純資産額（円） 655.05 660.15 752.23 786.34 803.97 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

（円） 

10 

(－) 

15 

(－) 

15 

(－) 

15 

(－) 

15 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） 15.12 25.43 37.18 25.09 33.96 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 25.5 28.2 30.3 29.8 31.0 

自己資本利益率（％） 2.32 4.28 5.62 3.66 4.62 

株価収益率（倍） 30.76 16.91 12.91 21.60 17.93 

配当性向（％） 68.5 59.0 40.3 59.8 44.2 

従業員数（人） 569 550 537 511 499 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和14年４月 大阪冷凍海老株式会社を資本金５万円で設立する。 

昭和16年８月 商号を共同水産加工株式会社に変更する。 

昭和19年１月 商号を共同水産株式会社に変更する。 

昭和22年９月 商号を大阪水産物株式会社に変更、大阪府における公認荷受機関となる。 

昭和23年３月 水産物の売買及び販売の受託を目的とし、商号を株式会社大水に変更する。 

昭和25年８月 大阪府知事より水産物卸売人として許可を受ける。 

昭和31年11月 大阪塩干株式会社の営業権を一部譲受ける。 

昭和38年３月 大阪東部冷蔵株式会社設立、出資割合25％（現在81％）。 

昭和53年５月 大阪府中央卸売市場に水産物部卸売業者として農林大臣より許可を受け、北部支社を開設。 

昭和56年10月 大阪東部水産市場株式会社より営業権を一部譲受け、水産物部卸売業者として農林水産大臣より

許可を受け、東部支社を開設。 

平成９年３月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成12年９月 神戸海産物株式会社を吸収合併（合併比率１：10）。 

平成13年10月 京都魚市場株式会社を吸収合併（合併比率１：３）。 

 平成17年５月  株式会社明石丸海を吸収合併（合併比率１：１）。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社６社及び関連会社４社で構成されております。当社の

主要業務は卸売市場法に基づく水産物卸売業であります。子会社及び関連会社は各種水産物の販売及び加工並びに冷

蔵倉庫業他を行っております。これらの子会社及び関連会社は、当社グループの市場内及び市場外流通の重要な位置

を占めております。 

 当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 （注）１．※印は連結子会社であります。 

２．持分法適用会社はありません。 

水産物販売

事業 

……… 当社は、卸売市場法に基づき中央卸売市場において水産物の販売を行っております。 

子会社㈱京都興産、丸魚食品㈱ほか３社及び関連会社３社が当事業に属しております。 

冷蔵倉庫等

事業 

……… 子会社大阪東部冷蔵㈱は、市場内及び市場外流通の拠点として冷蔵倉庫業を行っておりま

す。その他関連会社１社が当事業に属しております。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．大阪東部冷蔵㈱、㈱京都興産及び丸魚食品㈱は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりませ

ん。 

２．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10以下であるため主

要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数は、就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は「大水労働組合」と称し昭和55年10月に発足、組合員は平成18年３月末日現在287名でありま

す。又連結子会社大阪東部冷蔵㈱には、大阪東部冷蔵労働組合が、昭和45年６月に発足し、組合員は平成18年３月

末日現在１名であります。 

 なお、同組合は何れの上部団体にも加盟しておりません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

(連結子会社)      

大阪東部冷蔵㈱ 大阪市東住吉区 100 冷蔵倉庫等事業 91.0 

・当社商品の保管 

・設備資金及び運

転資金の貸付 

・債務保証 

・役員の兼任２名 

・出向者１名 

㈱京都興産 大阪市福島区 30 水産物販売事業 100.0 
・当社商品の販売 

・役員の兼任１名 

丸魚食品㈱ 京都市南区 48 水産物販売事業 96.6 

・当社商品の販売 

・運転資金の貸付 

・出向者２名 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

水産物販売事業 551 

冷蔵倉庫等事業 42 

合計 593 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

499 44.8 20.6 5,827,894 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加、雇用情勢の改善、株式市況の堅

調などに支えられ、個人所得環境が好転してきたことから穏やかな景気回復を示しましたが、個人消費環境は、定

率減税の縮小による可処分所得の圧迫、社会保障費負担の増加に伴う不安感が依然根強く残っており、本格的な景

気回復には至りませんでした。 

 当業界を取り巻く環境は、景気の回復傾向にもかかわらず、天候不順・海流変化による水揚異変、市場外流通に

対する販売競争の激化、少子高齢化と魚食志向の総量減少化の進行に伴い市場経由水産物の消費は依然低迷したま

まで推移し、例年にもまして厳しい環境となりました。 

 このような状況のもと、当連結会計年度の業績は、売上高2,096億68百万円（前連結会計年度比0.7％増）、営業

利益９億18百万円（同8.6％増）、経常利益12億78百万円（同17.9％増）となり、特別利益に投資有価証券売却益

を、特別損失に貸倒等による引当金を計上したこと等により当期純利益６億50百万円（同48.2％増）となりまし

た。 

 なお、水産物販売事業の売上高は、2,093億６百万円（同0.7％増）、冷蔵倉庫等事業の売上高は、３億62百万円

（同11.2％減）であります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当連結会計年度末には

23億93百万円となり、前連結会計年度に比べて１億44百万円増加いたしました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は21億72百万円（前年同期比17億81百万円増）となりました。これは主に税金等調

整前当期純利益が11億44百万円計上され、売上債権の減少（20億79百万円）、たな卸資産の減少（１億81百万

円）、仕入債務の減少（２億41百万円）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は４億53百万円（前年同期比２億43百万円減）となりました。これは主に投資有価

証券の取得、貸付金の支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は16億87百万円（前年同期比17億９百万円増）となりました。これは主に短期借入

金の減少、配当金の支払等によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 わが国経済は、個人所得の好転や企業収益の改善など明るい兆しが見えているものの、原油価格の高騰、素材価格

の上昇が続き、業態間・企業間の優劣や格差の拡大が見られ、さらにＭ＆Ａ・業務提携の動きが活性化するなど、経

営環境は予断を許さない状況になるものと思われます。 

 このような状況下、当社は、多様化する消費者ニーズと消費形態の変化に柔軟に対応できる組織改革を進め、集 

荷・販売に努力し経営基盤の強化・向上を図り、近畿圏７本支社の連携を強め安定収益の確保に向け邁進していく所

存であり、次のとおり対処してまいります。 

① 健全経営の維持・強化 

 企業としての究極の目的は利益の追求ですが、「健全なる経営」が当社の企業目的であり、永遠の経営課題と

認識しております。そのためには、構造改革を引き続き推進するとともに、経営の効率化と事業領域の拡大を図

り事業・財務構造の転換に向けた取り組みを継続してまいります。 

② 経費の削減、在庫管理の徹底 

 適正在庫管理の徹底や管理費の節減を軸に、事業のあらゆる面での無駄を徹底的に排除し、ローコスト化を推

進し、利益確保に向けて水産物の低価格水準でも安定した利益が出せる経営基盤の構築に努めてまいります。 

③ 与信管理の強化 

 管理部門と営業部門の連携を強め、取引先の信用調査ならびに与信管理を徹底し、不良債権の発生防止、滞留

債権の圧縮等、債権の保全に努めてまいります。 

④ 新情報システムの構築 

 経営の効率化のために全社業務の統一と情報システムの統合・再構築を引き続き図ってまいります。 

⑤ 安心安全の強化 

  食の安全性に対する消費者の関心が高まるなか、消費者に安心・安全な水産物を提供することを第一の責務と

考え、品質管理の強化・充実に努力してまいります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

水産物販売事業（百万円） 201,314 100.6 

合計（百万円） 201,314 100.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

水産物販売事業（百万円） 209,306 100.7 

冷蔵倉庫等事業（百万円） 362 88.8 

合計（百万円） 209,668 100.7 



４【事業等のリスク】 

 当社の事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。 

１．業界に対する法的規制について 

 当社は、卸売市場法に基づき卸売業務の許可申請を農林大臣（現農林水産大臣）に申請し許可を得ております。

（注）１．中央卸売市場法の改正により、農林水産大臣より卸売業務の許可を受けたとみなされております。 

２．卸売市場法の施行により、農林水産大臣より卸売業務の許可を受けたとみなされております。 

２．規制されている事柄 

(1）中央卸売市場及び地方卸売市場の卸売業者（当社）は、対生産者・買売人の関係等について、公平・公正・公

開の視点から取引上多くの制約を受け、かつそのための許可・届出・報告等を必要とします。（卸売市場法７条

開設区域、卸売市場法８条 開設の認可、卸売市場法55条 開設の許可） 

(2）純資産額の報告制度があり、この報告に基づき、純資産額を下回った場合は、卸売業者は改善措置をとらなけ

ればならず、最悪の場合許可の取消が行われます。 

(3）検査・監督処分制度があり、農林水産省並びに大阪府・大阪市・京都市・神戸市・兵庫県の検査があります。

（卸売市場法48条～51条、66条、80条 報告及び検査、監督処分、必要な改善措置をとるべき旨の勧告または命

令） 

３．保護されている事柄 

(1）中央卸売市場という広大な都市施設を開設者（大阪府・大阪市・京都市・神戸市）が整備します。（卸売市場

法72条 助成）ただし、地方卸売市場には施設整備に伴う国からの補助はありません。 

(2）卸売業者について厳格な許可基準が定められているため、新規の参入が困難であります。（卸売市場法７条 

開設区域、卸売市場法８条 開設の認可、卸売市場法55条 開設の許可） 

４．卸売市場法改正 

 最近における卸売市場をめぐる環境の変化にかんがみ、生産・消費両サイドの期待に応えられる「安全・安心」

で「効率的」な流通システムへの転換が図られるよう、平成16年６月３日に卸売市場における取引規制の緩和及び

適正な品質管理の推進、卸売市場の再編の円滑化等の措置を講じる卸売市場法の改正が行われました。改正卸売市

場法は、各開設者の業務規程改正後の平成17年４月１日から施行され、委託手数料に関する規定については、平成

21年４月１日から施行されます。 

 施行改正事項 

(1）卸売市場における品質管理の徹底 

 品質管理が徹底した安心できる生鮮食料品流通の確保を図るため、農林水産大臣が卸売市場整備基本方針等

において品質管理の高度化のための措置を定めるとともに、開設者が業務規程において品質管理の方法を定め

る。（卸売市場法４条 卸売市場整備基本方針、卸売市場法５条 中央卸売市場整備計画、卸売市場法６条 

都道府県卸売市場整備計画、卸売市場法９条 認可の申請） 

(2）商物一致規制の緩和 

 電子情報通信技術を活用する取引方法により、開設者の承認を受けて卸売を行うときは、市場内に現物を搬

入せずに卸売を行うことができることとする。（卸売市場法39条 市場外にある物品の卸売の禁止） 

昭和25年８月23日 大阪市中央卸売市場鮮魚部卸売業務許可 大阪府知事 

 大阪市中央卸売市場塩干魚部卸売業務許可 大阪府知事 

昭和31年９月20日 中央卸売市場における卸売業務許可（注１） 農林大臣 

昭和46年７月１日 中央卸売市場における卸売業務許可（注２） 農林大臣 

昭和53年５月８日 大阪府中央卸売市場水産物部卸売業務許可 農林大臣 

昭和56年10月１日 大阪市中央卸売市場東部市場水産物部卸売業務許可 農林水産大臣 

平成12年９月１日 神戸市中央卸売市場並びに神戸市中央卸売市場東部市場  

 水産物部卸売業務許可 農林水産大臣 

平成13年10月１日 京都市中央卸売市場水産物部卸売業務許可 農林水産大臣 

平成17年５月１日 明石市公設地方卸売市場水産物部業務許可 兵庫県知事 



(3）卸売業者等の事業活動に関する規制の緩和 

 卸売業者等の事業活動の自由度を向上させるため、卸売業者等が買付集荷、市場外での販売、機能・サービ

スに見合った委託手数料の徴収を行うことを可能とするための規制の緩和等を行う。（卸売市場法９条 認可

の申請、委託手数料に関する規定については、平成21年４月１日から施行） 

(4）卸売市場の再編の円滑化 

 流通の広域化や情報化の進展を踏まえ、中央卸売市場整備計画に、地域の特性・要望を十分に配慮し市場ご

との自主性を基本に、運営の広域化又は地方卸売市場への転換が必要な市場を位置付ける。また、卸売市場の

再編を円滑に進めるための手続規定を整備する。（卸売市場法４条 卸売市場整備基本方針、卸売市場法５条

中央卸売市場整備計画、卸売市場法13条の３ 開設者の地位の承継、卸売市場法13条の４ 開設者の地位の承

継の効果、卸売市場法13条の５ 地方卸売市場への転換、卸売市場法13条の６ 地方卸売市場への転換の効

果） 

(5）仲卸業者に対する財務基準の明確化 

 仲卸業者の業務の適正かつ健全な運営を確保するため、開設者が業務規程で仲卸業者の財務基準を定め、こ

れに基づき経営の改善を図ることとする。（卸売市場法51条 必要な改善措置をとるべき旨の勧告又は命令）

(6）取引情報公表の充実 

 卸売業者が行う取引情報の公表について、より透明性の高い市場取引を確保する観点から、せり・相対取引

等の区分ごとの販売予定数量を公表する等充実を図る。（卸売市場法47条 卸売業者による卸売予定数量等の

公表） 

 改正卸売市場法の中で最も影響が大きいのは卸売業者が徴収する委託手数料の自由化であり、当社は収益の

多くを手数料に依存しているため、自由化により収益に影響を受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産は、243億71百万円（前連結会計年度比5.0％減）となりました。これは主に受

取手形及び売掛金の減少（12億78百万円）、たな卸資産の減少（１億38百万円）等によるものであります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産は、130億64百万円（前連結会計年度比8.5％増）となりました。これは主に投

資有価証券の増加（15億10百万円）、破産・更生等債権の減少（２億64百万円）、貸倒引当金の減少（72百万円）等

によるものであります。投資有価証券の増加は、主に時価による評価額が12億55百万円増加したことによるものであ

ります。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債は、214億70百万円（前連結会計年度比5.5％減）となりました。これは主に支

払手形及び買掛金の減少（81百万円）、短期借入金の減少（12億78百万円）等によるものであります。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債は、51億29百万円（前連結会計年度比10.6％増）となりました。これは主に退

職給付引当金の増加（81百万円）、役員退職慰労引当金の増加（29百万円）等によるものであります。 

（資本） 

 当連結会計年度末における資本は、108億36百万円（前連結会計年度比4.7％増）となりました。これは主に利益剰

余金の増加（３億84百万円）、その他有価証券評価差額金の増加（７億68百万円）等によるものであります。自己株

式については、当連結会計年度中に20,786株を11百万円で購入し、㈱明石丸海との合併に際して新株の発行に代えて

55,000株を交付しております。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

（キャッシュ・フロー） 

 第２（事業の状況） １（業績等の概要） (2)キャッシュ・フローに記載しております。 

（キャッシュ・フローの指標） 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

 また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）経営成績の分析 

 第２（事業の状況） １（業績等の概要） (1）業績に記載しております。 

 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率 22.5 25.1 27.4 27.5 28.9 

時価ベースの自己資本比率 17.0 17.4 18.4 20.0 22.7 

債務償還年数 3.4 9.7 5.0 27.6 4.4 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
35.5 11.5 23.5 4.6 26.6 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち、「その他」は、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

 なお、金額には消費税等を含めておりません。 

     ２．上記のほか、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

(大阪市福島区) 
水産物販売事業 事務所他 126 9 

1,380 

(8,857.48)
6 1,523 178 

東部支社 

(大阪市東住吉区) 
水産物販売事業 事務所他 11 0 

59 

(394.34)
1 71 66 

北部支社 

(大阪府茨木市) 
水産物販売事業 事務所他 8 0 － 1 11 60 

京都支社 

(京都市下京区) 
水産物販売事業 事務所他 138 0 

527 

(2,587.02)
64 730 94 

神戸支社 

(神戸市兵庫区) 
水産物販売事業 

事務所他 157 0 
325 

(3,114.17)
1 484 58 

冷蔵倉庫設備他 193 25 
142 

(1,679.23)
0 362 6 

神戸東部支社 

(神戸市東灘区) 
水産物販売事業 事務所他 5 3 － 0 8 20 

明石支社 

(兵庫県明石市) 
水産物販売事業 事務所他 4 － － 1 6 17 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

大阪東部冷蔵

㈱ 

物流センター 

(大阪市東住吉

区) 

冷蔵倉庫等

事業 

冷蔵倉庫設

備 
602 16 

171 

(3,960.07)
0 790 42 

丸魚食品㈱ 
吉祥院センター 

(京都市南区) 

水産物販売

事業 
事務所他 63 12 

232 

(1,831.40)
25 332 35 

 平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 

      名称       
設備の内容 

年間リース料 
（百万円） 

㈱大水 
本社他 
(大阪市福島区他） 

水産物販売事業 低温設備他 52 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

２．水産物販売事業の連結売上高及び営業利益は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、 

事業の種類別セグメントの記載を省略しております。 

会社名   

事業所名 
所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達  

方法 

着手及び完了予定年月 

総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

当社    

京都支社 

京都市   

右京区 
賃貸マンション 201 62 自己資金 平成18年２月 平成18年９月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）京都魚市場㈱との合併 

合併比率 １：３ 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 47,800,000 

計 47,800,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,324,819  同左 
㈱大阪証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 15,324,819  同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高    

(千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成13年10月１日 1,066 15,324 53 2,352 129 2,012 



(4）【所有者別状況】 

 （注）  自己株式1,391,481株は、「個人その他」に1,391単元及び「単元未満株式の状況」に481株を含めて記載して

おります。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主以外に、当社が1,391千株（持株比率9.07％）を自己株式として保有しております。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢエクィティインベ

ストメンツ株式会社信託口）の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式を全額出資

子会社であるＣＭＴＢエクィティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、三井アセット信託銀行

株式会社に信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議

決権行使の指図権はＣＭＴＢエクィティインベストメンツ株式会社に留保されております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外  個人 

株主数（人） － 16 3 127 1 － 877 1,024 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 3,784 103 4,999 1 － 6,019 14,906 418,819 

所有株式数の

割合（％） 
－ 25.38 0.69 33.54 0.01 － 40.38 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本水産株式会社 東京都千代田区大手町２－６－２ 1,218 7.94 

大水従業員持株会 大阪市福島区野田１－１－86 1,037 6.77 

株式会社極洋 東京都港区赤坂３－３－５ 1,010 6.59 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 694 4.52 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 674 4.39 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（三井アセッ

ト信託銀行再信託分・ＣＭＴ

Ｂエクィティインベストメン

ツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 671 4.37 

株式会社十八銀行 長崎県長崎市銅座町１－11 419 2.73 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１－２－26 400 2.61 

清水 元一 兵庫県尼崎市 353 2.30 

株式会社ベニレイ 東京都港区芝浦４－９－25 350 2.28 

計 － 6,827 44.54 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,399,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,507,000 13,507 － 

単元未満株式 普通株式    418,819 － － 

発行済株式総数            15,324,819 － － 

総株主の議決権 － 13,507 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大水 
大阪市福島区野田

１－１－86 
1,391,000  － 1,391,000 9.07 

ムラカミ食品株式

会社 

兵庫県尼崎市西長

洲町２－35－15 
8,000  － 8,000 0.05 

計 － 1,399,000  － 1,399,000 9.13 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の配当政策に対する基本的な考え方は、業績が消費動向に大きく影響される特質を踏まえたうえで、将来に向

けた安定的な収益基盤づくりのために内部留保の充実を図り、株主に安定した配当を継続的に行うこととしておりま

す。 

 当期の利益配当金につきましては、１株当たり15円の配当といたしました。 

 なお、内部留保金につきましては、経営体質の強化と将来の事業展開に備えることといたします。 

  平成18年6月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 1,284,000 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 499 473 510 545 656 

最低（円） 405 400 404 478 511 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 568 600 640 639 635 625 

最低（円） 550 553 575 590 589 584 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
 清水 元一 大正12年８月21日生 

昭和20年８月 日本水産株式会社入社 

昭和48年11月 同社取締役 

昭和54年６月 同社常務取締役 

昭和58年６月 同社専務取締役 

昭和59年６月 同社取締役 

昭和59年６月 当社代表取締役社長就任、現在に

至る 

昭和60年３月 日本水産株式会社取締役辞任 

353 

常務取締役 
本社営業部門統

括 
髙雄 正臣 昭和16年12月20日生 

昭和35年４月 当社入社 

昭和59年４月 当社本社鮮魚２部長 

平成元年６月 当社取締役就任本社鮮魚２部長 

平成10年７月 当社常務取締役就任鮮魚部門担当 

平成13年７月 当社常務取締役本社営業部門担当 

平成18年６月 当社常務取締役本社営業部門統

括、現在に至る 

26 

常務取締役 

神戸支社長兼神

戸東部支社担当

兼明石支社担当 

権藤 勝志 昭和17年３月12日生 

昭和35年４月 当社入社 

昭和59年４月 当社北部支社鮮魚部長 

平成元年６月 当社取締役就任北部支社鮮魚部長 

平成９年４月 当社取締役北部支社長 

平成10年６月 当社常務取締役就任北部支社長 

平成12年９月 当社常務取締役神戸支社長兼神戸

東部支社担当 

平成17年５月 当社常務取締役神戸支社長兼神戸

東部支社担当兼明石支社担当、現

在に至る 

25 

常務取締役 京都支社長 森井 興宜 昭和22年５月30日生 

昭和46年４月 京都魚市場株式会社入社 

平成４年６月 同社取締役総務部長 

平成９年６月 同社常務取締役管理本部長 

平成11年６月 同社専務取締役管理本部長 

平成12年６月 同社取締役副社長 

平成13年10月 当社常務取締役就任京都支社長、

現在に至る 

19 

常務取締役 東部支社長 内田 先 昭和17年10月30日生 

昭和36年４月 当社入社 

平成元年７月 当社本社鮮魚１部長 

平成４年６月 当社取締役就任本社鮮魚１部長 

平成９年６月 当社取締役東部支社鮮魚部長 

平成12年７月 当社取締役東部支社長 

平成15年８月 当社常務取締役就任東部支社長、

現在に至る 

25 

常務取締役 北部支社長 山﨑 惠司 昭和19年１月10日生 

昭和37年４月 当社入社 

昭和63年７月 当社北部支社塩干部長 

平成６年６月 当社取締役就任北部支社塩干部長 

平成12年９月 当社取締役北部支社長 

平成17年6月 当社常務取締役就任北部支社長、 

現在に至る 

25 

常務取締役 原料開発部担当 打浪 誠也 昭和21年11月17日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成９年７月 当社原料開発部長 

平成13年６月 当社取締役就任原料開発部長 

平成18年６月 当社常務取締役就任原料開発部担

当、現在に至る 

13 

取締役 経理部長 田端 嘉明 昭和18年７月７日生 

昭和37年４月 当社入社 

平成10年７月 当社経理部長 

平成13年６月 当社取締役就任経理部長、現在に

至る 

13 

取締役 総務部長 川北 忠良 昭和18年９月28日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成９年７月 当社総務部長 

平成13年６月 当社取締役就任総務部長、現在に

至る 

31 

 



 （注） 監査役山田晴三、真部誠司及び今井賢司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 秘書室長 山﨑 定男 昭和23年３月25日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成８年７月 当社秘書室長 

平成13年６月 当社取締役就任秘書室長、現在に

至る 

6 

取締役 本社塩冷部長 石橋 毅 昭和28年１月６日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成10年７月 当社総合開発部長 

平成12年７月 当社本社冷凍部長 

平成13年６月 当社取締役就任本社冷凍部長 

平成17年10月 当社取締役本社塩冷部長兼商品統

括室長、現在に至る 

16 

取締役 本社塩冷部長 頼 重和 昭和23年１月１日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成10年７月 当社本社塩干２部長 

平成14年４月 当社本社塩干部長 

平成17年６月 当社取締役就任本社塩干部長 

平成17年10月 当社取締役本社塩冷部長、現在に

至る 

15 

取締役 
神戸支社   

鮮魚部長 
板敷 睦男 昭和22年８月14日生 

昭和41年４月 神戸海産物株式会社入社 

平成９年６月 同社営業第１部長 

平成12年９月 当社神戸支社鮮魚部長 

平成18年６月 当社取締役就任神戸支社鮮魚部

長、現在に至る 

0 

監査役 

（常勤） 
 香西 眞勝 昭和19年２月13日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成９年７月 当社総務部長代理 

平成15年６月 当社監査役就任、現在に至る 

11 

監査役  山田 晴三 昭和10年12月５日生 

昭和33年３月 寳船冷蔵株式会社入社 

昭和58年７月 同社代表取締役副社長 

平成４年６月 同社代表取締役社長、現在に至る 

平成16年６月 当社監査役就任、現在に至る 

－ 

監査役  真部 誠司 昭和22年５月５日生 

昭和45年４月 日本水産株式会社入社 

平成13年３月 同社本社業務用食品部長 

平成15年３月 同社福岡支社長 

平成17年６月 同社取締役大阪支社長、現在に至

る 

  当社監査役就任、現在に至る 

－ 

監査役  今井 賢司 昭和25年２月13日生 

昭和47年４月 株式会社極洋入社 

平成12年４月 同社仙台支社長 

平成16年７月 同社大阪支社長、現在に至る 

平成17年６月 当社監査役就任、現在に至る 

－ 

    計 578 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は企業価値の増大と業績目標の達成を実現するにあたり、コーポレート・ガバナンスの強化が重要な経営課

題と認識しており、取締役会・監査役会を中心にその充実に努めております。 

 当社取締役会は原則毎月１回開催し、経営の基本方針、法定専決事項、その他経営にかかる重要事項に関する討

議・決定を行うとともに、業務の執行状況に関する監査・経営計画の進捗状況の確認を行っております。 

 また、取締役の任期を一期一年とし、取締役会の活性化を図っております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

 当社は監査役制度を採用しております。平成18年３月31日現在取締役会は取締役12名で構成され、監査役会は

監査役４名（うち社外監査役３名）で構成されております。 

 会計監査人に定期的な監査を受けております。また、顧問弁護士や顧問税理士に必要に応じてアドバイスを受

けております。 

 当社は、内部監査部門として内部監査室（１名）を設置しており、業務監査を中心に監査を行っております。

また、監査役は監査役会で決定された方針に基づき、営業部門、管理部門及び子会社等の経営執行を監査すると

ともに、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を厳正に監査しております。 

 内部監査室、監査役及び会計監査人の連携については、内部監査室及び会計監査人はそれぞれ監査役会に対し

て監査計画及び結果を定期的に報告しております。また、各支社及び子会社等の監査に際しては、相互に情報交

換を行うことにより緊密に連携をとっております。 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 該当事項はありません。 

③ 会計監査の状況 

 当社は、会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を締結しており、公正な会計監査を受け、会計処理の

適正性の確保に努めております。平成18年３月期における監査の体制は以下のとおりであります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 

 指定社員 業務執行社員  蔭山幸男（11年）、市村和雄 

 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ５名、会計士補 ６名、その他 ４名 

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 現状のコーポレート・ガバナンス体制で十分な機能を発揮していると判断し、当期において新たな施策は実施

しておりません。 

(3）役員報酬及び監査報酬 

 当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のと

おりであります。 

    役員報酬： 取締役に支払った報酬 125百万円    

 監査役に支払った報酬 9百万円   

  計 134百万円   

    監査報酬： 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

上記以外の業務に基づく報酬  該当事項はありません。 

21百万円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、第70期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第70期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会

計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び第71期事業年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）の財務諸表について中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,282   2,418  

２．受取手形及び売掛金 ※１  19,005   17,727  

３．有価証券 ※２  785   766  

４．たな卸資産   2,919   2,780  

５．繰延税金資産   201   237  

６．その他   657   900  

７．貸倒引当金   △192   △458  

流動資産合計   25,658 68.1  24,371 65.1 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

   １．建物及び構築物 ※2,3 2,306   2,317   

減価償却累計額  △910 1,395  △1,005 1,312  

２．機械装置及び運搬具 ※３ 235   235   

減価償却累計額  △161 73  △167 67  

３．器具及び備品  182   177   

減価償却累計額  △156 26  △157 20  

４．土地 ※2,4  3,575   3,596  

５．建設仮勘定   －   83  

有形固定資産合計   5,071 13.4  5,079 13.6 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権   26   26  

２．連結調整勘定   1   －  

３．その他   119   96  

無形固定資産合計   147 0.4  122 0.3 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※1,2 
5  4,702   6,213  

２．長期貸付金   102   572  

３．破産・更生等債権   1,475   1,211  

４．長期化債権   1,414   1,072  

５．繰延税金資産   1,347   988  

６．再評価に係る繰延税
金資産 

※４  257   －  

７．その他 ※１  173   176  

８．貸倒引当金   △2,444   △2,372  

９．投資損失引当金 ※１  △205   －  

投資その他の資産合計   6,824 18.1  7,862 21.0 

固定資産合計   12,043 31.9  13,064 34.9 

資産合計   37,702 100.0  37,436 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   11,105   11,023  

２．短期借入金 ※２  10,459   9,181  

３．未払金   452   486  

４．未払法人税等   341   387  

５．未払消費税等   13   34  

６．賞与引当金   271   277  

７．その他   67   79  

流動負債合計   22,712 60.2  21,470 57.4 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   318   277  

２．繰延税金負債   57   114  

３．再評価に係る繰延税金  
負債 

※４  －   438  

４．退職給付引当金   3,204   3,285  

５．役員退職慰労引当金   561   590  

６．連結調整勘定   47   15  

７．その他   448   407  

固定負債合計   4,638 12.3  5,129 13.7 

負債合計   27,350 72.5  26,600 71.1 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※６  2,352 6.2  2,352 6.3 

Ⅱ 資本剰余金   2,012 5.3  2,012 5.4 

Ⅲ 利益剰余金   5,804 15.4  6,189 16.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △376 △1.0  △1,059 △2.8 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  1,227 3.3  1,995 5.3 

Ⅵ 自己株式 ※７  △668 △1.7  △654 △1.8 

資本合計   10,351 27.5  10,836 28.9 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  37,702 100.0  37,436 100.0 



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   208,206 100.0  209,668 100.0 

Ⅱ 売上原価   199,837 96.0  201,452 96.1 

売上総利益   8,368 4.0  8,215 3.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  7,522 3.6  7,297 3.5 

営業利益   845 0.4  918 0.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  55   102   

２．受取配当金  41   42   

３．賃貸料  143   165   

４．有価証券売却益  108   214   

５．連結調整勘定償却額  30   20   

６．その他  46 425 0.2 61 605 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  83   82   

２．有価証券評価損  14   57   

３．賃貸費用  81   86   

４．その他  6 185 0.1 17 244 0.1 

経常利益   1,084 0.5  1,278 0.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益   52   688   

２．貸倒引当金戻入額   243   92   

３．関係会社清算益  －     49     

４．ゴルフ会員権売却益  －     4     

５．役員退職慰労引当金戻
入額 

 51 347 0.2 － 834 0.4

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  25   44   

２．貸倒引当金繰入額  214   847   

３．関係会社整理損  －   18   

４．減損損失 ※２ －   50   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 228   7   

６．投資損失引当金繰入額  36   －   

７．関係会社出資金譲渡損   89     －     

８．損害賠償金   56 649 0.3 － 967 0.5 

税金等調整前当期純利
益 

  782 0.4  1,144 0.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 490   638   

法人税等調整額  △147 343 0.2 △144 494 0.2

当期純利益   439 0.2  650 0.3 



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,012  2,012 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．自己株式処分差益  0 0 － － 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１．自己株式処分差損  － － 0 0 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   2,012  2,012 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,669  5,804 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  439 439 650 650 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  217  208  

２．役員賞与  46  45  

（うち監査役分）  (1)   (1)   

３．合併に伴う剰余金減少
高 

 41   －   

４．自己株式処分差損  －   5   

５．土地再評価差額金取崩
額 

 － 304 7 265 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   5,804  6,189 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

   

税金等調整前当期純利益  782 1,144 

減価償却費  145 141 

連結調整勘定償却額  △30 △20 

賞与引当金の増加(減少)額  △27 5 

退職給付引当金の増加(減
少)額 

 61 81 

役員退職慰労引当金の増加
(減少)額 

 179 29 

貸倒引当金の増加(減少)額  △421 194 

投資損失引当金の増加（減
少）額 

 36 － 

受取利息及び受取配当金  △96 △144 

支払利息  83 82 

有価証券評価損  14 57 

有価証券売却益  △108 △214 

投資有価証券売却益  △52 △688 

関係会社清算益  － △49 

投資有価証券評価損  25 44 

関係会社整理損  － 18 

減損損失  － 50 

損害賠償金  56 － 

売上債権の(増加)減少額  2,505 2,079 

たな卸資産の(増加)減少額  △264 181 

その他営業債権の(増加)減
少額 

 76 △18 

仕入債務の増加(減少)額  △1,965 △241 

その他営業債務の増加(減
少)額 

 △26 23 

未払消費税等の増加(減少)
額 

 △18 20 

役員賞与の支払額  △46 △45 

その他  0 4 

小計  909 2,737 

利息及び配当金の受取額  90 143 

利息の支払額  △84 △81 

損害賠償金の支払額  △56 － 

法人税等の支払額  △467 △626 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 390 2,172 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

   

定期預金の預入による支出  △603 △55 

定期預金の払戻による収入  612 64 

有価証券の取得による支出  △1,200 △2,400 

有価証券の売却による収入  508 2,400 

投資有価証券の取得による
支出 

 △1,027 △2,256 

投資有価証券の売却による
収入 

 1,090 2,067 

有形固定資産の取得による
支出 

 △24 △151 

有形固定資産の売却による
収入 

 2 4 

無形固定資産の取得による
支出 

 △74 △0 

貸付による支出  △1,466 △704 

貸付金の回収による収入  1,409 584 

その他投資の取得による支
出 

 △5 △10 

その他投資の回収による収
入 

 81 5 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △696 △453 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

   

短期借入金の純増加(減少)
額 

 587 △1,428 

長期借入金の返済による支
出 

 △41 △41 

自己株式の取得による支出  △308 △11 

自己株式の売却による収入  0 0 

配当金の支払額  △215 △206 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 21 △1,687 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加(減
少)額 

 △284 31 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  2,492 2,248 

Ⅵ 合併により受け入れた現金及
び同等物期首残高 

 40 113 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  2,248 2,393 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社のうち、大阪東部冷蔵㈱、㈱京

都興産及び丸魚食品㈱の３社を連結の範

囲に含めております。 

 また、子会社のうち㈱大兆、長崎丸海

商事㈱、上海京海水産有限公司、㈱かも

め水産及び㈱ベンガルは、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等のいず

れも連結財務諸表に与える影響は軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が乏し

いため、連結の範囲から除いておりま

す。 

 子会社のうち、大阪東部冷蔵㈱、㈱京

都興産及び丸魚食品㈱の３社を連結の範

囲に含めております。 

 また、子会社のうち長崎丸海商事㈱、

上海京海水産有限公司及び㈱ベンガル

は、総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等のいずれも連結財務諸表に与

える影響は軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性が乏しいため、連結の範囲か

ら除いております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社㈱大兆、長崎丸海商事

㈱、上海京海水産有限公司、㈱かもめ水

産及び㈱ベンガル並びに関連会社㈱南都

水産ほか５社は、当期純損益及び利益剰

余金等に与える影響は軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持

分法を適用せず原価法により評価してお

ります。 

 非連結子会社長崎丸海商事㈱、上海京

海水産有限公司及び㈱ベンガル並びに関

連会社㈱南都水産ほか３社は、当期純損

益及び利益剰余金等に与える影響は軽微

であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。        

なお、組込デリバティブを区分

して測定することができない複

合金融商品については、複合金

融商品全体を時価評価し、評価

差額を当期の損益に計上してお

ります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 個別法による原価法を採用してお

ります。 

② たな卸資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法を採用して

おります。 

 また、大阪東部冷蔵㈱は建物及び

構築物について定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物及び構築物   10～47年 

機械装置及び運搬具 ４～15年 

器具及び備品    ５～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額基準により計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による定額

法により按分した額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（７

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ⑤ 投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備

えるため、財政状態の実情を勘案し

て必要額を引当計上しております。 

────── 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を採用

しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建金銭債権債

務及び予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 当社は主に内規である「経理規

程」及び「輸出入取引に伴う外国為

替管理規程」に基づき、外貨建取引

について、該当部署が実需の範囲内

で個別に為替予約を実施し、全体の

ポジションは経理部が管理し、金利

変動リスク、為替変動リスクをヘッ

ジしております。 

 連結子会社は、デリバティブ取引

を全く実施しておりません。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・

負債等に関する重要な条件が同一で

あり、有効性がおおむね100％である

ことが明らかであるため、有効性の

判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (6）消費税等の会計処理の方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(6）消費税等の会計処理の方法 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

資金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 固定資産の減損に係る会計

基準 

       ──────  当連結会計年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前当期純利益は

50百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連

会社に対する主な資産

及び負債 

投資有価証券（株式） 389百万円

その他（出資金）   86百万円

投資損失引当金 △205百万円

投資有価証券（株式）    188百万円

その他（出資金）     86百万円

※２．担保資産 

 上記物件は、短期借入金58百万円の担

保に供しております。 

 上記のほか、投資有価証券129百万円

は、預託保証金及び取引保証金として差

入れております。 

担保に供している資産  

土地    231百万円

建物及び構築物   42百万円

投資有価証券    12百万円

計    287百万円

 有価証券17百万円、投資有価証券66百

万円は、預託保証金として差入れており

ます。 

※３．国庫補助金等による固

定資産圧縮記帳額 

       ────── 

  

建物及び構築物    23百万円

機械及び装置    50百万円

計    73百万円

※４．土地の再評価  当社は、土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額のうち、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金資

産」として資産の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

 当社は、土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額のうち、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

 再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出する方

法としましたが、一部については第４

号に定める路線価に合理的な調整を行

って算出する方法等を採用しておりま

す。 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の

期末における時価と再

評価後の帳簿価額との

差額 

  902 百万円

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出する方

法としましたが、一部については第４

号に定める路線価に合理的な調整を行

って算出する方法等を採用しておりま

す。 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の

期末における時価と再

評価後の帳簿価額との

差額 

   1,011 百万円

※５．投資有価証券の消費貸

借契約 

       ────── 

  

 「投資有価証券」には消費貸借契約に

より貸し付けている有価証券61百万円が

含まれております。 

※６．発行済株式総数 普通株式 15,324,819株 普通株式    15,324,819株

※７．自己株式の数  連結会社が保有する自己株式の数は、

普通株式1,426,611株であります。 

 連結会社が保有する自己株式の数は、

普通株式1,391,481株であります。 



（連結損益計算書関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費

の主要な費目及び金額 

市場使用料    761百万円

出荷・完納奨励金    544百万円

給料手当・賞与    3,399百万円

賞与引当金繰入額    266百万円

退職給付引当金繰入額    262百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
  46百万円

減価償却費   56百万円

市場使用料       760百万円

出荷・完納奨励金      533百万円

給料手当・賞与    3,325百万円

賞与引当金繰入額      277百万円

退職給付引当金繰入額      260百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
    51百万円

減価償却費     50百万円

※２．減損損失 ──────  当連結会計年度において、当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

 当社グループは、事業用資産について事

業を基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産に

ついては個別物件単位でグルーピングをし

ております。 

 上記の資産グループのうち、遊休資産に

ついては、帳簿価額に対して著しく時価が

下落しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、社員寮については、取り壊しが

決定したため、帳簿価額を備忘価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（50百万円）

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、不動産

鑑定評価またはそれに準ずる方法により評

価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

宮城県石巻市 遊休資産  土地    5 

兵庫県篠山市 遊休資産  土地    0 

大阪市福島区 社員寮  建物等    38 

大阪市東住吉区 社員寮  建物等    6 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定    2,282百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△33百万円

現金及び現金同等物    2,248百万円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定     2,418百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△25百万円

現金及び現金同等物     2,393百万円

２．合併により引き継いだ資

産及び負債の主な内訳 

──────  当連結会計年度に合併した㈱明石丸海

より引き継いだ資産及び負債の主な内訳

は次のとおりであります。 

流動資産       375百万円

固定資産      60百万円

  資産合計    436百万円

流動負債      325百万円

  負債合計      325百万円



（リース取引関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                  
  

  
 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 228 83 144

器具及び備
品 144 76 67

合計 372 160 211

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
同左 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 304 108 196

器具及び備
品 139 58 81

合計 444 166 277

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内   57百万円

１年超    154百万円

合計    211百万円

２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 63百万円

１年超      213百万円

合計      277百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  

  

支払リース料    107百万円

減価償却費相当額    107百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定 

  の取崩額、減価償却費相当額及び減 

  損損失 

支払リース料       76百万円

減価償却費相当額       76百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左         

          

  

   (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  



（有価証券関係） 

有価証券 

前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） １．当連結会計年度において、株式25百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理を行うに際して、50％以上下落した銘柄はすべて減損処理し、30％～50％下落したもの

は、個別銘柄毎に過去の株価の推移及び経営成績等を総合的に勘案して、減損処理の要否を決定しており

ます。                  

     ２．(3) その他の中には、複合金融商品が次のとおり含まれております。 

他社株償還条項付ユーロ円債券 取得価額 800百万円、時価 785百万円、評価損計上額 △14百万円 

種類 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの） 
   

(1）国債・地方債等 90 93 2 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 90 93 2 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの） 
   

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 90 93 2 

種類 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの） 
   

(1）株式 1,335 3,409 2,073 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 162 206 43 

小計 1,498 3,615 2,117 

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの） 
   

(1）株式 293 246 △47 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 810 794 △15 

小計 1,103 1,041 △62 

合計 2,601 4,656 2,054 



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,599 167 6 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場外国債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 140 

その他 210 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券     

① 国債・地方債等 0 46 43 － 

② 社債 785 － － － 

③ その他 － － － － 

(2）その他 20 190 － － 

合計 805 236 43 － 



当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） １．当連結会計年度において、株式44百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理を行うに際して、50％以上下落した銘柄はすべて減損処理し、30％～50％下落したもの

は、個別銘柄毎に過去の株価の推移及び経営成績等を総合的に勘案して、減損処理の要否を決定しており

ます。                  

     ２．(3) その他の中には、複合金融商品が次のとおり含まれております。 

他社株償還条項付ユーロ円債券 取得価額 800百万円、時価 742百万円、評価損計上額 △57百万円 

種類 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの） 
   

(1）国債・地方債等 90 90 0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 90 90 0 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの） 
   

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 90 90 0 

種類 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの） 
   

(1）株式 1,728 5,120 3,391 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 89 141 51 

小計 1,818 5,261 3,443 

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの） 

   

(1）株式 384 308 △76 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 801 743 △57 

小計 1,186 1,051 △134 

合計 3,004 6,313 3,309 



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

4,467 912 9 

 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場外国債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 196 

その他 190 

 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券     

① 国債・地方債等 23 23 43 － 

② 社債 742 － － － 

③ その他 － － － － 

(2）その他 20 170 － － 

合計 786 193 43 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の内容及び利用目的 

  当社は、外貨建取引による為替相場変動リスクを回避

する目的の為替予約取引を利用しております。また、余

剰資金の運用を目的として、他社株転換社債等のデリバ

ティブを組み込んだ複合金融商品を利用しております。 

２．取引に対する取組方針 

  当社が利用する為替予約取引については実需の範囲内

でしか行わない方針であります。また、複合金融商品に

ついては、その特性を評価し、安全性が高いと判断され

た複合金融商品のみを利用しております。 

３．取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引については為替相場変動リスクを有して

おります。また、当社が保有している複合金融商品につ

いては、対象株式等の時価の下落により株式で償還され

ることにより元本の一部が毀損し、額面金額で償還され

ないリスクがあります。なお、為替予約取引につきまし

ては、信用度の高い国内金融機関、商社を通じて予約取

引を行っており、また、複合金融商品につきましても、

信用度の高い国内金融機関と取引を行っているため、相

手先の契約不履行による信用リスクは殆どないものと判

断しております。 

４．取引に係るリスク管理体制 

 当社が行う為替予約取引については「経理規程」及び

「輸出入取引に伴う外国為替管理規程」に基づき、該当

部署が実需の範囲内で個別に実施し、全体のポジション

は経理部が管理しております。また複合金融商品につき

ましては、取締役会決議等に従い、適切な承認のもとに

実行され、取引の状況及び結果については、経理部が把

握しております。 

１．取引の内容及び利用目的 

同左 

  

２．取引に対する取組方針 

同左 

  

３．取引に係るリスクの内容 

同左 

  

４．取引に係るリスク管理体制 

同左 

  

前連結会計年度 
 （平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
 （平成18年３月31日） 

 複合金融商品の組込デリバティブの契約額及び評価損

益は、「(有価証券関係) ２．その他有価証券で時価の

あるもの」の注書にて開示しております。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 親会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び社内引当による退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

退職金を支払う場合があります。 

 なお、連結子会社は、社内引当による退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 （百万円） 

(1）退職給付債務 △3,715 

(2）年金資産 389 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △3,325 

(4）未認識数理計算上の差異 80 

(5）未認識過去勤務債務 41 

(6）連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5) 
△3,204 

(7）退職給付引当金(6) △3,204 

 （百万円） 

(1）退職給付債務 △3,747 

(2）年金資産 489 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △3,257 

(4）未認識数理計算上の差異 △57 

(5）未認識過去勤務債務 28 

(6）連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5) 
△3,285 

(7）退職給付引当金(6) △3,285 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 （百万円） 

(1）勤務費用 157 

(2）利息費用 70 

(3）期待運用収益 △7 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 29 

(5）過去勤務債務の費用処理額 12 

(6）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋

(4)＋(5) 
263 

 （百万円） 

(1）勤務費用 159 

(2）利息費用 71 

(3）期待運用収益 △7 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 26 

(5）過去勤務債務の費用処理額 12 

(6）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋

(4)＋(5) 
262 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率   2.0％ 

(3）期待運用収益率   2.0％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数  ７年定額法 

(5）過去勤務債務の額の処理年数  ７年定額法 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率      2.0％ 

(3）期待運用収益率     2.0％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数    7年定額法 

(5）過去勤務債務の額の処理年数    7年定額法 



（税効果会計関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金限度

超過額 
1,261 

役員退職慰労引当金

限度超過額 
227 

貸倒引当金限度超過

額 
619 

賞与引当金限度超過

額 
110 

投資損失引当金 83 

繰越欠損金 121 

その他 193 

繰延税金資産小計 2,616 

評価性引当額 △283 

繰延税金資産合計 2,332 

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金 
△842 

繰延税金負債合計 △842 

繰延税金資産の純額 1,490 

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金限度

超過額 
1,325 

役員退職慰労引当金

限度超過額 
239 

貸倒引当金限度超過

額 
829 

賞与引当金限度超過

額 
112 

繰越欠損金 85 

その他 218 

繰延税金資産小計 2,810 

評価性引当額 △328 

繰延税金資産合計 2,482 

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金 
△1,370 

繰延税金負債合計 △1,370 

繰延税金資産の純額 1,111 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異

の原因となった主要な項

目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
2.3 

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△1.2 

住民税等均等割等 1.8 

連結調整勘定償却額に

よる影響 
△1.6 

欠損子会社の未認識税

務利益 
0.1 

その他 1.9 

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
43.9 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
0.8 

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△2.8 

住民税等均等割等 1.3 

連結調整勘定償却額に

よる影響 
△0.7 

欠損子会社の未認識税

務利益 
△0.5 

評価性引当額 3.9 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
43.2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事

項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高

の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 水産物販売事業の連結売上高、営業利益及び資産は、

いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

 水産物販売事業の連結売上高、営業利益及び資産は、

いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    741円57銭

１株当たり当期純利益金額  27円45銭

１株当たり純資産額       774円55銭

１株当たり当期純利益金額    43円55銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 439 650 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 45 44 

（うち利益処分による役員賞与金） (45) (44) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 394 606 

期中平均株式数（千株） 14,364 13,936 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 10,418 9,140 0.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 41 41 2.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 318 277 2.3 
平成17年～ 

平成24年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 10,778 9,458 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 41 171 21 21 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第70期 

（平成17年３月31日） 
第71期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,998   2,147  

２．受取手形   220   145  

３．売掛金 ※４  18,393   17,146  

４．有価証券 ※１  785   766  

５．商品   2,617   2,555  

６．前払費用   23   21  

７．関係会社短期貸付金   801   507  

８．未収入金   －   805  

９．繰延税金資産   203   237  

10．その他    476   39  

11．貸倒引当金   △191   △456  

流動資産合計   25,330 68.8  23,913 65.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※２ 1,039   1,021   

減価償却累計額  △395 643  △433 587  

２．構築物 ※２ 75   107   

減価償却累計額  △40 34  △49 58  

３．機械及び装置 ※２ 81   77   

減価償却累計額  △41 39  △47 29  

４．車輌及び運搬具  30   27   

減価償却累計額  △20 9  △18 9  

５．器具及び備品  143   138   

減価償却累計額  △122 21  △122 15  

６．土地 ※３  3,171   3,192  

７．建設仮勘定   －   62  

有形固定資産合計   3,920 10.7  3,955 10.9 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   18   9  

２．電話加入権   23   24  

３．その他   40   40  

無形固定資産合計   82 0.2  74 0.2 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※1,9  4,018   5,596  

２．関係会社株式   588   306  

３．出資金   46   46  

４．関係会社出資金   86   86  

５．長期貸付金   92   562  

６．関係会社長期貸付金   807   829  

７．破産・更生等債権   1,405   1,202  

８．長期化債権 ※７  1,188   847  

９．長期前払費用   4   2  

10．繰延税金資産   1,331   980  

11．再評価に係る繰延税
金資産 

※３  257   －  

12．その他   21   26  

13．貸倒引当金   △2,180   △2,169  

14．投資損失引当金   △205   －  

投資その他の資産合計   7,464 20.3  8,318 23.0 

固定資産合計   11,467 31.2  12,348 34.1 

資産合計   36,797 100.0  36,261 100.0 

 



  
第70期 

（平成17年３月31日） 
第71期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   6   23  

２．受託販売未払金   487   415  

３．買掛金   10,150   9,993  

４．短期借入金   10,100   8,900  

５．未払金   416   455  

６．未払法人税等   338   386  

７．未払消費税等   9   25  

８．未払費用   29   30  

９．預り金   28   38  

10．賞与引当金   246   248  

流動負債合計   21,814 59.3  20,517 56.6 

Ⅱ 固定負債        

１．再評価に係る繰延税金
負債 

※３  －   438  

２．退職給付引当金   3,066   3,139  

３．役員退職慰労引当金   520   534  

４．預り保証金   426   389  

固定負債合計   4,013 10.9  4,501 12.4 

負債合計   25,828 70.2  25,019 69.0 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  2,352 6.4  2,352 6.5 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  2,012   2,012   

２．その他資本剰余金          

(1）自己株式処分差益  0   －   

資本剰余金合計   2,012 5.5  2,012 5.5 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  340   340   

２．任意積立金        

(1）別途積立金  5,085   5,385   

３．当期未処分利益  1,076   1,027   

利益剰余金合計   6,501 17.6  6,753 18.6 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △376 △1.0  △1,059 △2.9 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

※10  1,148 3.1  1,837 5.1 

Ⅵ 自己株式 ※６  △668 △1.8  △654 △1.8 

資本合計   10,969 29.8  11,241 31.0 

負債及び資本合計   36,797 100.0  36,261 100.0 



②【損益計算書】 

  
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．受託商品売上高  19,390   16,342   

２．買付商品売上高  184,376 203,766 100.0 187,299 203,641 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．受託商品売上原価 ※１ 18,323   15,443   

２．買付商品売上原価        

(1）期首商品棚卸高  2,330   2,617   

(2）買付商品仕入高  178,314   180,724   

(3）合併による商品受入  
高 

 －   42   

小計  180,645   183,385   

(4）期末商品棚卸高  2,617   2,555   

買付商品売上原価  178,027 196,351 96.4 180,830 196,273 96.4 

売上総利益   7,415 3.6  7,367 3.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．市場使用料 ※２ 761   760   

２．出荷奨励金 ※３ 9   6   

３．完納奨励金 ※４ 535   526   

４．役員報酬  135   134   

５．従業員給料手当  2,520   2,511   

６．従業員賞与金  400   405   

７．賞与引当金繰入額  246   248   

８．退職給付引当金繰入額  255   252   

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

 40   44   

10．福利厚生費  579   580   

11．旅費交通費  50   36   

12．通信費  23   17   

13．接待交際費  24   21   

14．消耗品費  78   77   

15．減価償却費  31   26   

16．水道光熱費  154   154   

17．賃借料  233   208   

18．その他の販売費及び一
般管理費 

 498 6,579 3.2 473 6,488 3.2 

営業利益   836 0.4  879 0.4 

 



  
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益 ※５       

１．受取利息  74   125   

２．受取配当金  39   41   

３．賃貸料  126   147   

４．有価証券売却益  108   214   

５．その他  39 388 0.2 60 589 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  65   69   

２．有価証券評価損  14   57   

３．賃貸費用  83   85   

４．その他  6 170 0.1 17 230 0.1 

経常利益   1,054 0.5  1,237 0.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益   －   665   

２．貸倒引当金戻入額  241     88     

３．関係会社清算益  － 241 0.1 49 803 0.4 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  25   44   

２．関係会社株式評価損  －   90   

３．貸倒引当金繰入額  124   845   

４．関係会社整理損  －   18   

５．減損損失 ※６ －   50   

６．投資損失引当金繰入額  36   －   

７．関係会社出資金譲渡損  89   －   

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 228   －   

９．損害賠償金  56 559 0.2 － 1,049 0.5 

税引前当期純利益   736 0.4  992 0.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 482   627   

法人税等調整額  △147 335 0.2 △148 479 0.2 

当期純利益   401 0.2  513 0.3 

前期繰越利益   675   527  

土地再評価差額金取崩
額 

※７  －   △7  

自己株式処分差損    －   5  

当期未処分利益   1,076   1,027  



③【利益処分計算書】 

 
第70期 

株主総会承認日 
（平成17年６月29日） 

第71期 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,076  1,027 

Ⅱ 利益処分額     

１．配当金 208  209  

２．役員賞与金 41  40  

（うち監査役分） (1)   (1)   

３．任意積立金         

 (1)別途積立金  300 549 300 549 

Ⅲ 次期繰越利益  527  478 



重要な会計方針 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

 なお、組込デリバティブを区分

して測定することができない複合

金融商品については、複合金融商

品全体を時価評価し、評価差額を

当期の損益に計上しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

 個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物及び構築物   17～47年 

機械装置及び運搬具 ４～13年 

器具及び備品    ５～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額基準により計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）による定額法によ

り按分した額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

 (5）投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備え

るため、財政状態の実情を勘案して必

要額を引当計上しております。 

────── 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を採用し

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建金銭債権債

務及び予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）ヘッジ方針 

 当社は主に内規である「経理規程」

及び「輸出入取引に伴う外国為替管理

規程」に基づき、外貨建取引につい

て、該当部署が実需の範囲内で個別に

為替予約を実施し、全体のポジション

は経理部が管理し、金利変動リスク、

為替変動リスクをヘッジしておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負

債等に関する重要な条件が同一であ

り、有効性がおおむね100％であること

が明らかであるため、有効性の判定は

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基

準 

──────  当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純利益は50百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

第70期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表関係） 

  前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において、資産の総額の100

分の１を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前期末の「未収入金」は１億16百万円でありま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

項目 
第70期 

（平成17年３月31日現在） 
第71期 

（平成18年３月31日現在） 

※１．担保資産  投資有価証券83百万円は、預託保証金

として差入れております。 

 有価証券17百万円、投資有価証券66百

万円は、預託保証金として差入れており

ます。 

 ※２．国庫補助金等による固

定資産圧縮記帳額 

────── 建物    6百万円

構築物 17百万円

機械及び装置       50百万円

計      73百万円

※３．土地の再評価  土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、評価差額の

うち、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資

産の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

 土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、評価差額の

うち、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

 再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出する方

法としましたが、一部については第４

号に定める路線価に合理的な調整を行

って算出する方法等を採用しておりま

す。 

再評価を行った

年月日 
平成14年３月31日

再評価を行った土地

の期末における時価

と再評価後の帳簿価

額との差額 

   902百万円

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価

額に合理的な調整を行って算出する方

法としましたが、一部については第４

号に定める路線価に合理的な調整を行

って算出する方法等を採用しておりま

す。 

再評価を行った

年月日 
平成14年３月31日

再評価を行った土地

の期末における時価

と再評価後の帳簿価

額との差額 

    1,011百万円

※４．関係会社に対する資産 売掛金    1,353百万円 売掛金    1,010百万円

※５．授権株式数及び発行済

株式総数 

授権株式数 普通株式   47,800,000株

発行済株式総数 普通株式 

        15,324,819株

授権株式数 普通株式  47,800,000株

発行済株式総数 普通株式 

         15,324,819株

※６．自己株式  当社が保有する自己株式の数は、普通

株式1,426,611株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通

株式1,391,481株であります。 

※７．長期化債権  回収の遅延している売上債権でありま

す。 

同左 

 ８．偶発債務   

銀行借入保証 大阪東部冷蔵㈱    360百万円 大阪東部冷蔵㈱    318百万円

 ※９．投資有価証券の消費貸

借契約 

──────  「投資有価証券」には消費賃借契約に

より貸し付けている有価証券61百万円が

含まれております。 

※１０．配当制限  「その他有価証券評価差額金」には、

金融商品に係る会計基準の適用に伴う純

資産の増加額（1,133百万円）が計上され

ております。この金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されているものでありま

す。 

 「その他有価証券評価差額金」には、

金融商品に係る会計基準の適用に伴う純

資産の増加額（1,779百万円）が計上され

ております。この金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されているものでありま

す。 



（損益計算書関係） 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．受託商品売上原価  受託商品売上高より大阪市中央卸売市

場業務条例、大阪府中央卸売市場業務規

程、神戸市中央卸売市場業務条例及び京

都市中央卸売市場業務条例による卸売手

数料を控除したものであります。 

同左 

※２．市場使用料 売上高割使用料 367百万円

面積割使用料    393百万円

計   761百万円

売上高割使用料  353百万円

面積割使用料     407百万円

計  760百万円

※３．出荷奨励金  委託出荷者に対する出荷奨励のための

交付金であります。 

同左 

※４．完納奨励金  仲卸業者に対する販売代金のうち契約

期日までの完納額に対する交付金であり

ます。 

同左 

※５．営業外収益  関係会社に対するものは、90百万円で

あります。 

 関係会社に対するものは、86百万円であ

ります。 

※６．減損損失 ──────  当事業年度において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しており

ます。 

 当社は、事業用資産について事業を基礎

とし、賃貸用資産及び遊休資産については

個別物件単位でグルーピングをしておりま

す。 

 上記の資産グループのうち、遊休資産に

ついては、帳簿価額に対して著しく時価が

下落しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、社員寮については、取り壊しが

決定したため、帳簿価額を備忘価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（50百万円）

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、不動産

鑑定評価またはそれに準ずる方法により評

価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

宮城県石巻市 遊休資産  土地    5 

兵庫県篠山市 遊休資産  土地    0 

大阪市福島区 社員寮  建物等    38 

大阪市東住吉区 社員寮  建物等    6 

※７．土地再評価差額金取崩

額 

──────  土地の売却に関連する土地再評価差額金

を取り崩しております。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 154 51 103

車輌及び運
搬具 14 3 11

器具及び備
品 97 58 39

合計 267 112 154

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 214 73 140

車輌及び運
搬具 14 6 8

器具及び備
品 93 30 62

合計 322 110 212

  なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内   36百万円

１年超    118百万円

合計    154百万円

２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内     39百万円

１年超      172百万円

合計      212百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  

  

支払リース料    81百万円

減価償却費相当額    81百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定 

  の取崩額、減価償却費相当額及び減 

  損損失 

支払リース料      52百万円

減価償却費相当額      52百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

   (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  



（税効果会計関係） 

項目 
第70期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金限度

超過額 
1,216 

役員退職慰労引当金

限度超過額 
211 

貸倒引当金限度超過

額 
532 

賞与引当金限度超過

額 
99 

投資損失引当金 83 

その他 176 

繰延税金資産小計 2,319 

繰延税金資産合計 2,319 

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金 
△784 

繰延税金負債合計 △784 

繰延税金資産の純額 1,534 

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金限度

超過額 
1,274 

役員退職慰労引当金

限度超過額 
217 

貸倒引当金限度超過

額 
752 

賞与引当金限度超過

額 
100 

その他 204 

繰延税金資産小計 2,549 

評価性引当額 △76 

繰延税金資産合計 2,473 

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金 
△1,255 

繰延税金負債合計 △1,255 

繰延税金資産の純額 1,217 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異

の原因となった主要な項

目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
2.3 

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△1.2 

住民税等均等割等 1.8 

その他 2.0 

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
45.5 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
0.9 

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目 
△3.1 

住民税等均等割等 1.4 

評価性引当額 7.7 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
48.3 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第70期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第71期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    786円34銭

１株当たり当期純利益金額   25円09銭

１株当たり純資産額     803円97銭

１株当たり当期純利益金額     33円96銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 
第70期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第71期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 401 513 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 41 40 

（うち利益処分による役員賞与金） (41) (40) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 360 473 

期中平均株式数（千株） 14,364 13,936 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
696 1,253 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 444,000 764 

高松建設㈱ 105,000 262 

㈱りそなホールディングス 621 251 

㈱極洋 774,754 233 

㈱池田銀行 30,000 180 

日本水産㈱ 335,280 180 

㈱十八銀行 230,000 166 

中部水産㈱ 145,200 92 

㈱みずほフィナンシャルグループ 90 86 

その他（215銘柄） 2,255,621 1,715 

計 4,321,262 5,188 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

平成８年度第１回京都市市債（１銘柄） 20 20 

平成８年度第３回他神戸市市債（２銘

柄） 
3 3 

小計 23 23 

投資有価証

券 

満期保有

目的の債

券 

平成９年度第２回他神戸市市債（３銘

柄） 
22 23 

平成15年度第７回大阪市市債（１銘柄） 44 43 

小計 66 67 

計 90 90 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

他社株償還条項付ユーロ円債券（４銘

柄） 
800 742 

小計 800 742 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

証券投資信託受益証券（６銘柄） 163,951,648 150 

貸付債権信託受益権（１銘柄） 1 190 

小計 163,951,649 340 

計 － 1,083 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．㈱明石丸海との合併による増加 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円）

有形固定資産        

建物 1,039 27 
45 

(40) 
1,021 433 40 587 

構築物 75 34 2 107 49 8 58 

機械及び装置 81 0 
4 

(4) 
77 47 5 29 

車輌及び運搬具 30 3 6 27 18 3 9 

器具及び備品 143 1 
6 

(0) 
138 122 2 15 

土地 3,171 26 
5 

(5) 
3,192 － － 3,192 

建設仮勘定 － 62 － 62 － － 62 

有形固定資産計 4,542 154 
69 

(50) 
4,627 671 61 3,955 

無形固定資産        

ソフトウェア 60 － 21 38 29 8 9 

電話加入権 23 0 － 24 － － 24 

借地権 40 － － 40 － － 40 

無形固定資産計 125 0 21 103 29 8 74 

長期前払費用 6 0 0 6 3 1 2 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

有形固定資産 百万円 無形固定資産  百万円  

建物 5 電話加入権  0 

器具及び備品 1   

土地  26   

計 32   



【資本金等明細表】 

 （注）１. 当期末における自己株式数は、1,391,481株であります。 

    ２. 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち200百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、58百万

円は回収等による取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 2,352 － － 2,352 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (15,324,819) (－) (－) (15,324,819) 

普通株式 （百万円） 2,352 － － 2,352 

計 （株） (15,324,819) (－) (－) (15,324,819) 

計 （百万円） 2,352 － － 2,352 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 2,012 － － 2,012 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益 （百万円） 0 0 0 － 

計 （百万円） 2,012 0 0 2,012 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 340 － － 340 

（任意積立金）      

別途積立金（注）２ （百万円） 5,085 300 － 5,385 

計 （百万円） 5,425 300 － 5,725 

区分 
期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 2,372 1,012 499 258 2,625 

投資損失引当金 205 － 205 － － 

賞与引当金 246 248 246 － 248 

役員退職慰労引当金 520 44 30 － 534 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 46 

預金  

当座預金 1,362 

普通預金 738 

通知預金 － 

定期預金 － 

小計 2,101 

合計 2,147 

相手先 金額（百万円） 

㈱辻政 38 

㈱斎木商店 32 

古家奈々男 30 

天政蒲鉾㈱ 11 

三愛食品㈱ 10 

その他 22 

合計 145 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 92 

５月 52 

合計 145 



③ 売掛金 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 支払手形 

期日別内訳 

相手先 金額（百万円） 

本社仲卸業者 2,484 

京都支社仲卸業者 1,158 

東部支社仲卸業者 1,079 

北部支社仲卸業者 758 

神戸支社仲卸業者 548 

その他 11,117 

合計 17,146 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
(C) 

───── 
（A)＋(B) 

× 100 

(A)＋(D) 
──── 
2 

───── 
(B) 

──── 
365 

18,393 213,798 215,046 17,146  92.6 30 

品名 金額（百万円） 

生鮮水産物 20 

冷凍水産物 2,090 

加工水産物 444 

合計 2,555 

品目 金額（百万円） 

三愛食品㈱ 12 

カンマル商事㈱ 11 

合計 23 

期日別 金額（百万円） 

平成18年4月 23 

合計 23 



⑥ 受託販売未払金 

 受託商品売上高より卸売手数料及び諸掛を控除した残額で、出荷者に対する未払額であります。 

⑦ 買掛金 

 買付商品仕入高の出荷者に対する未払額であります。 

⑧ 短期借入金 

相手先 金額（百万円） 

タカノフーズ㈱ 28 

ヤマサ蒲鉾㈱ 19 

ムラカミ食品㈱ 10 

大阪府鰮巾着網漁業協同組合 9 

樽音水産 田代 芳秋 6 

その他 340 

合計 415 

相手先 金額（百万円） 

日本水産㈱ 1,257 

㈱極洋 734 

㈱神戸 515 

㈱ベニレイ 416 

全国水産加工業協同組合連合会 303 

その他 6,766 

合計 9,993 

相手先 金額（百万円） 

農林中央金庫 3,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,700 

中央三井信託銀行㈱ 900 

㈱りそな銀行 800 

㈱三井住友銀行 800 

㈱十八銀行 500 

㈱北陸銀行 300 

㈱京都銀行 300 

㈱中国銀行 300 

㈱池田銀行 300 

合計 8,900 



⑨ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 金額（百万円） 

退職給付債務 3,600 

年金資産 △489 

未認識数理計算上の差異 57 

未認識過去勤務債務 △28 

合計 3,139 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
1,000株券、10,000株券 

1,000株未満券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

    

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

    

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

    

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

    

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

    

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

    

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第70期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日近畿財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第71期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日近畿財務局長に提出 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成18年１月24日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第70期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で 

  あります。 

(4）半期報告書の訂正報告書 

  平成17年５月26日近畿財務局長に提出 

   （第70期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(5）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月12日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月12日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月13日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月11日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社  大  水 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大水の平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大水及

び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  大  水 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大水の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大水及

び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社  大  水 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大水の平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大水の平成

１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社  大  水 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大水の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大水の平成

１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 蔭 山 幸 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 
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